
６６．．航航空空機機燃燃料料譲譲与与税税

１.　航空機燃料税は、次の税率により課税するものとする。  ９月 ： 前年度３月～８月

　          収入分

 ３月 ： ９月～２月収入分

２． 

※激変緩和措置

平成25年度以前

３． 　着陸料割１/３　世帯数割２/３

平成26年度

　着陸料割７/18　世帯数割11/18

４． 平成27年度

　着陸料割４/９　世帯数割５/９

平成28年度以降

　着陸料割１/２　世帯数割１/２

７７．．森森林林環環境境譲譲与与税税

 ９月 ： 前年度３月～８月

         収入分

 ３月 ： ９月～２月収入分

※１　譲与額の特例あり　（課税は令和6年度から）

※２　譲与割合の特例あり

　

千円

決　　算　　額 － － －

都道府県

67,530

年　度

１００分の９０

市町村

千円

平成29年度 平成30年度 令和元年度

１００分の１５

令和元年度 １００分の８０

千円

令和２年度

１００分の８８

143,502

千円

１,０００円

年　度

令和元年度

令和4～5年度

令和2～3年度

千円

市町村
［ 森林の整備に関する費用，
森林の整備を担うべき人材の
育成及び確保，森林の有する
公益的機能に関する普及啓
発，木材の利用の促進その他
の森林の整備の促進に関する
費用に充てる ］

都道府県
［市町村が実施する施策の支
援等に関する費用に充てる ］

２.　都道府県に対し，森林環境譲与税（※1）の10分の1（※2）に相当する額のうち，
　　 10分の5の額を私有林人工林面積で，10分の2に相当する額を林業就業者数
　　 で，10分の3に相当する額を人口で按分して譲与する。

　（令和6年度から課税。令和元年度は交付税及び譲与税配布金特別会計におけ
る借入金を充てる。令和２年度から令和６年度まで地方公共団体金融機構の公庫
債権金利変動準備金を活用し，譲与税を増額。）

譲与額

200億円

400億円

500億円

区　　　分 平成28年度

１００分の１０

令和2～3年度

令和4～5年度

森林環境税の収入額＋300億円

３.　市町村に対し，森林環境譲与税（※1）の10分の9（※2）に相当する額のうち，10
　　 分の5の額を私有林人工林面積で，10分の2に相当する額を林業就業者数で，
　　 10分の3に相当する額を人口で按分して譲与する。

令和6年度

１００分の８５

１００分の１２

令和6年度～

市   町   村

及 び 区　　　　　　　　　　分

空 港 関 係

都 道 府 県

平成29年度

（２６,０００円）

平成28年度

１００分の２０

譲 与 団 体
譲　　与　　の　　基　　準　　等

譲 与 の 時 期 等

[譲与義務者] ［ 譲 与 税 の 使 途 ］

空 港 関 係

区　　　分

航空機燃料譲与税の５分の４に相当する額を空港関係市町村に対し、2分の
１の額を当該空港の着陸料の収入額で、他の２分の１の額を当該空港に係る
騒音世帯数であん分して譲与する。　※激変緩和措置あり

　（平成２３年４月１日～令和３年３月３１日）

[ 国 ]

令和元年度

航空機燃料譲与税の５分の１に相当する額を空港関係都道府県に対し、２
分の１の額を当該空港の着陸料の収入額で、他の２分の１の額を当該空港
に係る騒音世帯数であん分して譲与する。　※激変緩和措置あり

［ 航空機の騒音により生ずる
障害の防止，空港とその周辺
の整備及び空港対策に関す
る費用に充てる ］

航空機燃料譲与税は、航空機燃料税の収入額の９分の２(※）に相当する額
とし、空港関係市町村及び空港関係都道府県に対して譲与する。
※ただし、令和3年4月1日～令和4年3月31日までの間は、航空機燃料税の
収入額の９分の４に相当する額　（本則においては１３分の２）

（１８,０００円）

税　　率

令和２年度

譲 与 の 時 期 等

９，０００円

626,567

平成30年度

　航空機燃料１キロリットルにつき

　（　本　則　）

千円 千円

[ 国 ]

　国内に住所を有する個人に対し

決　　算　　額 2,669,481

都　道　府　県

譲　　与　　の　　基　　準　　等

2,412,001

千円

市    町    村

[譲与義務者]

及　び

2,671,642

千円

譲 与 団 体

　（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）

2,700,553

区　　　　　　　　　　分 税　　率

１.　市町村が個人住民税均等割と併せて賦課徴収し，全額を国の交付税及び譲与
　　 税配付金特別会計に払い込み，市町村及び都道府県に対して譲与される。

千円

［ 譲 与 税 の 使 途 ］

８８．．利利子子割割交交付付金金

１． 道府県民税利子割は、次の税率により課税するものとする。  ８月 ： 前年度３月～７月

         収入分

　支払を受けるべき利子等の額に対し  １２月 ： ８月～１１月収入分

２． 

 ３月 ： １２月～２月収入分

　

３． 

 

９９．．配配当当割割交交付付金金 　

１.　 道府県民税配当割は、次の税率により課税するものとする。  ８月 ： 前年度３月～７月

         収入分

　支払を受けるべき特定配当等の額に対し  １２月 ： ８月～１１月収入分

　※　ただし、平成16年1月1日から平成25年12月31日までの間に支払を受けるべき

　　特定配当等に係る配当割の税率は、３％

 ３月 ： １２月～２月収入分
２． 

３． 

４．

　

平成30年度

929,803 855,726

令和元年度

各市町村に対しては、当該市町村に係る個人の道府県民税（均等割及び所
得割）の額（指定都市の道府県民税所得割の額は，指定都市以外の市町村
の税率に合わせて計算した額）にあん分して交付する。

401,927 357,368

決　　算　　額 707,905 1,042,126 796,163

平成28年度

千円

道府県は、納入された配当割に99％（平成１８年度までは95％）を乗じて得た
額の５分の３（平成１８年度までは３分の２）に相当する額を市町村に交付す
る。

交 付 団 体

課税対象は、上場株式等の配当等，投資信託でその設定に係る受益権の
募集が公募により行われたものの収益の分配，特定投資法人の投資口の配
当等，特定目的信託の社債的受益権の剰余金の配当のうち公募のもの，特
定公社債の利子及び特定口座外の割引債の償還金

［ 制 限 な し ］

区　　　分

千円 千円

税　　率

５％

［ 交 付 金 の 使 途 ］

［ 交 付 金 の 使 途 ］

交 付 の 時 期 等
交　　付　　の　　基　　準　　等

千円

５％

千円千円

［ 制 限 な し ］

千円 千円

千円

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

令和２年度

決　　算　　額 169,959

税　　率

161,813

平成29年度

交 付 の 時 期 等

216,435

[交付義務者]

[ 道 府 県 ]

市   町   村

区　　　　　　　　　　分

平成29年度 平成30年度

[ 道 府 県 ]

区　　　分

令和２年度令和元年度平成28年度

区　　　　　　　　　　分

市   町   村

[交付義務者]

当該道府県に納付された利子割額に99%（平成１８年度までは９５％）を
乗じて得た額の５分の３に相当する額を、利子割交付金の交付総額と
する。

道府県は、当該道府県内の市町村に対し、当該市町村に係る個人の
道府県民税の額（指定都市の道府県民税所得割の額は，指定都市以
外の市町村の税率に合わせて計算した額）の割合であん分して交付す
る。

千円

― 77 ―


